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米国の農業と農産物貿易
――食料大国の行方と日本の食料――

〔要　　　旨〕

１　米国は世界最大の農産物輸出国であり，日本の最大の農産物輸入国である。日本が輸入
している穀物・大豆の８割は米国産であり，日本にとって米国農業の動向は非常に重要で
ある。

２　米国農業は，17世紀以降の開拓によって発達し，第二次世界大戦後は，世界最大の食料
供給国として農産物輸出を増大させた。また，米国は国土が広大であるため１農場当たり
の農地面積が大きい。農場の数は209万であり，販売額が５千ドル未満の小規模農場も５
割あるが，1,000千ドル以上の販売額を有する29千(1.4％)の農場が販売額の47.5％を占めて
いる。

３　米国の貿易は，NAFTA締結以降，カナダ，メキシコとの貿易額が増大し，近年は中国
との貿易が大きく伸びている。貿易収支は赤字額が増大しているが，農産物は米国にとっ
て貴重な貿易黒字部門である。しかし，近年，農産物輸入が増大しており，農産物の貿易
黒字は減少している。主な輸出品目は，大豆，トウモロコシ，綿花，小麦，果実，鶏肉で
あり，主な輸入品目は，果実，野菜，ワイン，ビール，植物油脂，牛肉である。

４　米国は世界最大のトウモロコシ生産国であり，生産したトウモロコシの２割を輸出し，
日本は主に畜産の飼料用として米国からトウモロコシを大量に輸入している。小麦の生産
量は世界第４位であるが，輸出量は世界最大であり，日本の輸入小麦のうち米国産が56％
を占めている。大豆の生産量も世界最大であり，日本の大豆輸入量に占める米国の割合は
80％である。米国は牛肉の輸出量より輸入量のほうが多く，特にBSE発生以降は牛肉の
輸出量が大きく減少した。オレンジはブラジルに次ぐ生産量であるが，輸出量は生産量の
７％である。

５　米国の日本への農水産物輸出額は115億ドルで，対日輸出額全体の18.4％を占めている。
米国は日本からも農水産物を輸入しているが，輸入額は６億ドルと小さい。日本の農産物
輸入額に占める米国の割合は31.1％と最大であり，日本は食料の多くを米国に依存してい
る。日本が食料を安定的に確保するためには，米国との関係維持・強化が重要であるが，
食料を巡る世界の情勢変化を踏まえ，日本国内でも一定程度の食料生産を維持していく必
要がある。
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一方で，バイオエタノール需要の増大等を

背景にここ２年ほどは穀物・大豆価格が高

騰しており，米国の穀物農家の所得は大き

く増大している。

本稿は，このように日本の食料にとって

重要な意味を持つ米国の農業と農産物貿易

について，その現状と今後の課題を考察す

る。

（１） 米国農業の発達史

米国農業の歴史は開拓の歴史であり，17

世紀初頭より欧州からの移住者が入植し，

先住民との紛争，調整を伴いながら西部に

向けて開拓を進めていった。また，18世紀

には，南部においてアフリカからの黒人労

働力を使った綿花，タバコなどのプランテ

ーション農業が盛んになった。19世紀には，

鉄道網の発達（大陸横断鉄道開通は1869年）

米国は世界最大の農産物輸出国であり，

日本の最大の農産物輸入国である。近年，

中国からの農水産物輸入の増大によって，

日本の食料供給における米国の地位は相対

的には低下しているが，日本が輸入してい

る穀物・大豆の８割は米国産が占めるな

ど，現在も日本の食料は米国に大きく依存

している。

しかし，NAFTA締結やグローバリゼー

ションの進行のなかで，近年，米国では農

産物輸入が増大しており，農産物の貿易黒

字は縮小している。また，米国は90年代後

半の農産物価格低迷に対応して国内農業保

護を拡充しており，今年６月には，WTO

交渉が当時進行するなかでこれまでの農業

保護を継続することを盛り込んだ新しい農

業法（2008年農業法）を成立させた。その
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によって物流機能が整うとともに中西部の

農業が本格的に発展して穀物の生産量が増

大し，欧州に対する穀物輸出が増大した。

1930年代の世界恐慌のなかで米国農業は苦

境に陥ったが，政府による政策的支援もあ

って困難な状況を乗り越え，その過程で農

業機械化が進展していった。

第二次世界大戦後は，米国は戦争の直接

的被害を受けなかったこともあって西側世

界をリードする超大国の地位を確立し，豊

富な土地資源と技術を背景に世界最大の食

料供給国として君臨してきた。特に，1970

年代以降は，農産物輸出を大きく増大させ

た。

（２） 米国農業の特徴

こうした歴史的背景のため，米国の農業

は欧州やアジア諸国の農業とは異なる特徴

を有している。米国では，封建的土地所有

関係を経ていないため，日本や欧州とは農

地に対する観念や農村集落のあり方が異な

り，また，国土が広大であるため（日本の

26倍），１農場当たりの農地面積が大きい。

米国の農業は自給的な農業というよりも

販売のための農業という性格が強く，その

農業生産力は国内需要を大きく上回るた

め，輸出志向が強い。輸出促進のための活

動も盛んであり，日本に対する貿易自由化

要求などにみられたように他の国の制度改

革まで踏み込んだ活動をしている。こうし

たなかで，国際的に展開するアグリビジネ

ス企業が成長し，
（注１）

遺伝子組換え作物に象徴

されるように農業技術の研究開発にも積極
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的である。

米国は地域によって気象条件，土壌条件，

立地条件が大きく異なるため，農業の形態

も地域差が大きい。代表的な農業地域とそ

の主要品目は，①中西部コーンベルト地帯

（トウモロコシ，大豆，養豚），②コーンベル

トの西に位置する大平原地帯（小麦，牛肉），

③湿潤で温暖な南部デルタ地帯（綿花，タ

バコ，落花生，米，サトウキビ），④カリフ

ォルニア州を中心とする西海岸（果実，野

菜），⑤五大湖周辺地域（酪農），である。
（注１）中野一新編『アグリビジネス論』（1998），
中野一新・杉山道雄編『グローバリゼーション
と国際農業市場』（2001）

（３） 農産物販売額

米国の農産物販売額（
（注２）

06年）は2,408億ド

ル（約26兆円）であり，日本の農業産出額

の3.2倍である。このうち畜産が1,182億ド

ルで49.1％を占め，穀物385億ドル（16.0％），

油糧種子185億ドル（7.7％），野菜185億ド

ル（7.7％），果実172億ドル（7.1％）であ

る。

販売額が大きい品目は，牛肉490億ドル，

乳製品234億ドル，トウモロコシ229億ドル，

ブロイラー177億ドル，大豆172億ドル，豚

肉141億ドル，小麦73億ドル，綿花56億ド

ルであり，この上位８品目で販売額全体の

65％を占めている。

州別（05年）にみると，最大のカリフォ

ルニア州が317億ドルで13％を占め，２位

以下を大きく引き離している。次いで，テ

キサス州（164億ドル），アイオワ州（146億

ドル），ネバダ州（115億ドル），カンザス州
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（100億ドル）が続き，上位５州で米国全体

（2,389億ドル）の35％を占めている。

（注２）農場段階での農産物販売金額（Cash
receipt）であり，日本の農業産出額（粗生産額）
とは多少概念が異なる。

（４） 農地と農業経営

米国の農地面積は37,735万haで，日本の

81倍である。センサス統計（2002年）によ

ると，米国の農地のうち，耕地（cropland）

が33.1％，草地（pasture）が57.1％であり，

日本（草地比率13.4％）に比べて草地の割合

が多い。農地面積は，近年はほぼ横ばいで

推移している。

農場数は209万であり，
（注３）

日本の農家戸数

（284万戸）の約７割である。農場数は第二

次大戦前には600万を超えていたが，戦後，

減少を続けた。ただし，近年は，ほぼ横ば

いで推移している。

１農場当たりの平均面積は180haであり，

日本の平均（1.7ha）の100倍以上である。

ただし，州別にみると大きな格差があり，

ワイオミング州（1,530ha），アリゾナ州

（1,056ha）など畜産が盛んな州は広大な放

牧地を有するため面積が大きいが，農業生

産が盛んなカリフォルニア州（140ha）や

アイオワ州（144ha）は平均を下回る。ま

た，コネチカット州（35ha）など東部の州

は比較的小規模である。

経営形態は，家族経営が９割を占めてお

り，法人経営は3.5％のみであるが，法人

経営は農地面積の11.5％，販売額の27.8％

を占めている（法人経営は畜産経営が多いと

考えられる）。ただし，法人経営といっても，

その９割は家族・親族が株式の過半を所有

する家族経営タイプである。なお，経営者

の45％は専業で，55％が兼業である。
（注３）米国の農場の定義は，「年間農産物販売額
が1,000ドル（約11万円）以上の経営体」であり，
日本の農家の定義は「経営耕地面積が10a以上ま
たは年間農産物販売額が15万円以上の世帯」で
ある。

（５） 農業構造

米国の農場を規模別にみると，50エーカ

ー（20ha）未満の農場が34.9％を占めてい

るが，その一方で，500エーカー（200ha）

以上も15.9％あり，500エーカー以上の農

場は農地面積では57 . 6％を占めている

（2002年センサス）。近年，大規模層と小規

模層が増加し，中規模の農場が減少する傾

向にある。

販売額でみると，５千ドル（55万円）未

満の農場が全体の48.8％を占めているが，

これらの農場は農地面積の13.9％，販売額

の0.6％を占めるに過ぎない。こうした農

場は農業だけでは生活できず，兼業農家あ

るいは年金生活者であると考えられる。一

方，100千ドル（11百万円）以上の販売額が

ある農場は14.8％のみであるが，面積で

55.0％，販売額では88.8％を占めている。

特に，1,000千ドル（１億１千万円）以上の

販売額を有する29千（1.4％）の農場が，販

売額全体の47.5％を占めている（これらの

農場も畜産経営が多いと推測される）。この

ように，米国の農業は，販売額では大規模

農場の割合が高いものの，一方で小規模な

家族経営も数多く存在している。
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（６） 農業政策

米国は農業大国，農産物輸出大国である

が，その地位を確保・維持するため政府が

大きな役割を果たしている。米国の農業政

策は，主に連邦政府の農務省（USDA）が

担っているが，USDAには10万人の職員が

おり，その予算規模は9,570億ドル（約11兆

円，06年度）である。
（注４）

米国の農業政策は，1930年代の大恐慌の

時期にその原型が形成され（1933年農業調

整法），農家の経済的安定を目的として導

入された農産物価格安定政策は，その後も

続けられた。米国は，現在でも，直接支払

い，価格支持など手厚い農業保護を行って

おり，それがWTO交渉で批判にさらされ

た。

輸出促進のためのプログラムも手厚いも

のがあり，関係農業団体等が行う海外市場

における販売促進活動に対して，07年度に

は２億ドル（220億円）の支出を行っている。
（注４）ただし，USDAの職員のうち３分の１は森
林局に所属しており，また，USDAの予算の４
割は食料スタンプ事業を行っている食料栄養局
が占めている。なお，日本の農林水産省に所属
する公務員の数は２万７千人であり（うち５千
人が林野庁），農業予算の規模は約２兆円である。

（１） 米国の貿易構造

米国の貿易収支は慢性的に赤字体質であ

り，近年，特にその赤字幅が拡大している。

07年における輸出額は11,480億ドルである

が，輸入額は輸出額の1.7倍の19,680億ドル

であり，8,190億ドルの貿易赤字になって

いる。10年前の97年の貿易赤字は1,960億

ドルであり，貿易赤字額はこの10年間で

4.2倍にふくれあがっている（第１図）。

主な輸出先は，カナダ（輸出額全体の

21.4％），メキシコ（11.9％），中国（5.6％）

であり，日本は４位で5.4％を占める。一

方，輸入先は中国が最大で16.1％を占め，

次いでカナダ（15.0％），メキシコ（10.1％），

日本（7.1％）である。米国の貿易赤字の３

分の１は中国との貿易によるものである。

NAFTA成立（94年発効）以降，カナダ，

メキシコとの貿易額が増大したが，近年で

は中国との貿易額が急増しており，またブ

ラジルやインドとの貿易額も大きく増加し

ている。一方，日本との貿易額はそれほど

伸びていない。

（２） 農産物貿易の概況

米国の輸出額全体に占める農産物の割合

は，1970年代には２割程度であったが，80

年代以降，その割合が低下しており，06年

では7.7％になっている。輸入についても，

資料　ＩＭＦ「Internatinal Finance Statistics」 
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第1図　米国の貿易赤字額推移 

２　米国の農産物貿易
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農産物の占める割合は70年代には１割程度

であったが，06年は3.5％に低下している。

このように，貿易額全体に占める農産物の

割合は低下したが，米国にとって農産物が

依然として重要な輸出品目であることには

変わりない。

特に，赤字体質の貿易構造のなかで農産

物は貴重な貿易黒字部門であり，農産物輸

出の拡大は米国にとって重要な政策課題で

あり続けてきた。しかし，近年，農産物輸

入が増大して農産物の貿易黒字額は小さく

なっており，06年における農産物貿易の黒

字額（47億ドル）は，96年（273億ドル）に

比べて２割程度に縮小（８割減少）してい

る（第２図）。

（３） 農産物輸出

06年の農産物輸出額は687億ドルであり，

96年に比べて15.7％増加している。
（注５）

農産物の輸出先は，カナダ（116億ドル，

16.9％），メキシコ（104億ドル，15.1％）の

２カ国で32.0％を占めており，日本（82億

ドル，11.9％）は３位である。01年までは

日本は米国の最大の農産物輸出国であった

が，NAFTAの成立によってカナダ，メキ

シコへの輸出が増加した。さらに，近年で

は中国への輸出（主に大豆）が急増してお

り，中国への農産物輸出額（67億ドル）は

対日輸出額の８割程度になっている。とは

いうものの，米国にとって日本は安定的な

農産物輸出市場として現在も重要な存在で

ある。

主な輸出品目は，大豆（6,382百万ドル），

トウモロコシ（6,199百万ドル），綿花（
（注６）

4,664

百万ドル），小麦（4,320百万ドル），生鮮果

実（2,842百万ドル），鶏肉（2,414百万ドル），

豚肉（2,405百万ドル），アーモンド（1,971百

万ドル）であり，この８品目で農産物輸出

額全体の45％を占めている。

（注５）穀物価格の高騰により，07年の農産物輸出
額は819億ドルに増加し，08年はさらに増加する
見込みである。

（注６）米国は中国，インドに次ぐ綿花生産国であ
り，近年，単収の増大により生産量が増加し，
輸出量が急増している。米国は世界最大の綿花
輸出国であり，米国の輸出量は世界の綿花輸出
量全体の４割を占めている。

（４） 農産物輸入

06年の農産物輸入額は640億ドルであり，

96年に比べて2.6倍，86年に比べると4.9倍

に増加している。農産物輸入額の輸出額に

対する割合は，80年は４割，90年では55％

であったが，06年では９割まで接近してい

る。

最大の輸入先はEU（140億ドル，21.9％）
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であり，次いでカナダ（132億ドル，20.6％），

メキシコ（93億ドル，14.5％）が続き，この

３カ国（地域）で米国の農産物輸入額の６

割近くを占めている。４位以降は，豪州，

ブラジル，中国であるが，上位３カ国（地

域）に比べると輸入額は大きくない。

主な輸入品目は，生鮮果実（5,018百万ド

ル），生鮮野菜（3,983百万ドル），ワイン

（4,014百万ドル），ビール等（Malt beverage）

（3,394百万ドル），植物油脂（3,383百万ドル），

牛肉（3,250百万ドル），コーヒー（3,205百万

ドル），砂糖（3,081百万ドル）であり，この

８品目で農産物輸入額全体の46％を占めて

いる。

こうした米国の農産物輸入増大の背景に

は，①世界各地から農産物，加工食品を調

達する大手量販店の市場シェアが増大した

こと，②外食比率が高まり，日本食ブーム

に象徴されるように米国人が外国の食品を

食べる機会が増えたこと，を指摘できる。

次に，日本の食料にとって関係の深いい

くつかの品目について，その特色をみてみ

たい。

（１） トウモロコシ

米国は世界最大のトウモロコシ生産国，

輸出国であり，06年におけるトウモロコシ

の生産量は282百万トンで世界全体の41％

を占めており，２位の中国（139百万トン），

３位のブラジル（42百万トン）を大きく引

き離している。米国のトウモロコシ生産量

は単収の増加によって増大しており，06年

の生産量は90年の1.5倍になっている（第３

図）。

米国のトウモロコシ輸出量は56百万トン

（生産量の２割）であり，世界の総輸出量の

68％と圧倒的なシェアを有している（２位

はアルゼンチンの13％）。日本は米国のトウ

モロコシの最大の輸出先で29.4％を占め，

そのほか米国は，メキシコ，台湾，韓国，

エジプト等にトウモロコシを輸出してい

る。

06年において，米国で生産されたトウモ

ロコシの55％は米国内の畜産向けの飼料と

して使用されているが，エタノール向けが

14％を占めている。エタノール向け需要は

近年急増しており，08年には需要量の25％

を占め，輸出量を上回る見込みである。

日本はトウモロコシを全て輸入に依存し

ているが（自給率０％），そのほとんどが米
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国産である。輸入されたトウモロコシの

76％は畜産の飼料向けであり，でんぷん・

異性化糖や加工食品の原料として23％が使

用されている。

（２） 小麦

06年における米国の小麦生産量は57百万

トンであり，世界全体の小麦生産量の９％

を占めており，米国はEU（123百万トン），

中国（97百万トン），インド（68百万トン）

に次ぐ世界第４位の生産国である。なお，

５位以下は，ロシア，カナダ，豪州，パキ

スタン，ウクライナである。

米国は生産した小麦の約５割を輸出して

おり，06年の輸出量27百万トンは世界全体

の４の１を占め，米国は世界最大の小麦輸

出国である（２位以下は，豪州，EU，ロシ

ア，アルゼンチン）。輸出先は多くの地域・

国に広がっており，日本への輸出量は312

万トンで，米国の輸出量全体の11.4％を占

めている。日本以外の輸出先は，ナイジェ

リア，メキシコ，フィリピン，エジプト，

韓国等である。

かつては欧州向けの輸出が多くあった

が，欧州が小麦の生産量を増大させて輸出

地域に転じたため，欧州向けの輸出量は大

きく減少した。また，日本や韓国に対する

輸出量は安定的であるが，他の国に対する

輸出量は当該国の食料需給によって変動す

るケースが多い。

日本の小麦の総輸入量は534万トンであ

り，うち米国からの輸入が最も多く56％を

占めている（06年）。

（３） 大豆

米国は世界最大の大豆生産国であり，06

年の生産量は83百万トンで，世界全体の

38％を占めている。第２位はブラジル（55

百万トン），第３位はアルゼンチン（41百万

トン）であり，この上位３カ国で世界の大

豆生産量の82％を占めている。米国の大豆

生産量は主に単収増加によって増大し，06

年度の生産量は90年度の1.6倍になってい

る（第４図）。ただし，ブラジル，アルゼ

ンチンでの生産量が米国以上に増加したた

め，米国のシェアは低下している。

米国の大豆輸出量は25.8百万トンであ

り，米国は生産した大豆の３割を輸出して

いるが，ブラジルの輸出量（25.9百万トン）

のほうが米国よりわずかに多い。大豆の輸

出は，ブラジル，米国，アルゼンチンの３

カ国で世界の総輸出量の92％を占めてい

る。

米国の大豆の輸出先は中国が最大で38％
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を占め，EU，日本，メキシコが続いてお

り，日本の割合は13％である。日本への輸

出量は安定的に推移しているが，中国向け

の大豆輸出が急増し，EU向けの輸出量は

減少している。

日本の大豆需要量は435万トンであるが，

そのうち95％を輸入に依存しており（自給

率５％），輸入量全体に占める米国の割合

は80％である。なお，日本は，輸入した大

豆の73％を植物油の原料として使用してい

る。

（４） 米

米国における米の生産量は他の穀物や大

豆に比べると小さく，生産地域もアーカン

ソー州とカリフォルニア州の２州のみで

70％を占めている。とはいえ，米国の米の

生産量は711万トンで日本の生産量の86％

に相当し，アジア地域以外ではブラジル

（787万トン）に次ぐ規模である。なお，米

国産の米は，長粒種75％，中粒種23％であ

り，短粒種はごくわずかである。

米国は，生産した米の約5割の370万トン

を輸出しており，輸出比率は他の米生産国

に比べて高く，米の輸出国としてはタイ，

ベトナム，インドに次ぐ世界第４位の地位

にある。輸出先は多岐に渡っており，最大

のメキシコでも14％を占めるにすぎない。

日本にはミニマムアクセス米として輸出し

ており，06年の輸出量は42万トンで，日本

への輸出量はメキシコに次ぐ規模である。

なお，日本の米輸入量に占める米国産の割

合は45％である（06年）。
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（５） 牛肉

米国は世界最大の牛肉生産国であり，生

産量は1,132万トン（枝肉ベース）で，世界

全体の21.6％を占めている。２位以下は，

ブラジル（859万トン，16.4％），EU（777万

トン，14.8％），中国（712万トン，13.6％）

である。米国の主な牛肉生産地域は，テキ

サス州，ネブラスカ州，カンザス州等の大

平原地帯である。

米国は世界最大の牛肉輸入国でもあり，

牛肉を豪州，ニュージーランド，ウルグア

イなどから輸入し，その輸入量は消費量の

約１割の140万トンである。

その一方で，米国は牛肉の輸出もしてお

り，06年の輸出量は輸入量の４割程度の52

万トンである。80年代以降，米国の牛肉輸

出量は急増し，03年の輸出量は114万トン

と輸入量に匹敵するほどの輸出を実現し

た。しかし，BSE発生によって04年以降牛

肉の輸出量は急減した（第５図）。現在，
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米国の牛肉の主な輸出先はメキシコ，カナ

ダであり，この２カ国で輸出量全体の８割

を占めている。

米国は，80年代後半に日本に対して牛肉

輸入自由化を強く迫り，日本は91年より牛

肉の輸入を自由化した。その結果，米国か

らの牛肉輸入は急増して，03年には米国の

牛肉輸出に占める日本の割合は36％とな

り，当時，日本の輸入牛肉の５割は米国産

であった。しかし，BSE発生以降，米国か

らの牛肉輸入量は急減し，06年では日本の

牛肉輸入量全体に占める米国産の割合は

３％程度にとどまっている。

（６） オレンジ

米国のオレンジの生産量は810万トンで，

世界の生産量全体の17.2％を占めており，

米国はブラジル（1,852万トン，37.4％）に次

ぐ世界第２位のオレンジ生産国である。ブ

ラジルは急速にオレンジの生産を増大させ

てきたが，米国のオレンジ生産量は増加し

ておらず，
（注７）

米国のシェアは低下している。

なお，米国のオレンジ生産地域は，フロリ

ダ州（71％）とカリフォルニア州（28％）

の２州に集中している。

米国の生鮮オレンジ輸出量は58万トンで

あり，輸出量は生産量の７％である。オレ

ンジの輸出量はほぼ横ばいで推移してお

り，輸出先は，カナダ，韓国，日本，香港，

中国とアジア諸国が多い。米国はオレンジ

の輸入もしているが，輸入量は輸出量の１

割程度である。なお，米国は，オレンジジ

ュースをカナダ等に輸出する一方で，ブラ

ジル等からオレンジジュースを輸入してい

る。

日本は，米国からの要求によって牛肉輸

入自由化と同時期にオレンジの輸入自由化

も行ったが，日本のオレンジ輸入量は，自

由化直後は急増したものの，その後減少し，

近年はほぼ横ばいで推移している（第６

図）。06年において日本は米国から９万ト

ンのオレンジを輸入しており，日本のオレ

ンジ輸入量全体に占める米国産の割合は

73％である。また，日本は06年にオレンジ

ジュースを10万トン輸入しているが，ブラ

ジル産が約８割を占め，米国産の割合は

３％である。
（注７）米国のオレンジの生産量は，気象条件（気
温，ハリケーン等）によって変動が激しい。

以上，米国の農業と農産物貿易について
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概観したが，最後に，日本の食料と米国農

業の関係について考えてみたい。

（１） 日本と米国の農水産物貿易

ａ　米国から日本への農水産物輸出

07年において，米国から日本への農水産

物輸出額は
（注８）

115億ドルであり，これは米国

の農水産物輸出額全体の12.7％を占め，ま

た米国の対日輸出額全体の18.4％を占めて

いる。

07年の米国から日本への農水産物輸出額

は，97年と比べると13.1％減少しているが，

その主な要因は牛肉とタバコの減少であ

る，

日本への主な輸出品目は，穀物（37.7億

ドル），油糧種子等（16.4億ドル），食肉

（14.1億ドル），水産物（7.8億ドル），タバコ

（7.7億ドル）であり，この５品目で全体の

73％を占めている（第１表）。

ｂ　米国の日本からの農水産物輸入

米国の農産物輸入が増大していることは

既に指摘したが，日本からの農水産物輸入

も増加している。07年において米国は日本

から農水産物を606百万ドル輸入しており，

97年に比べて31.7％増加している。

日本からの主な輸入品目は，水産物161

百万ドル，その他調製品92百万ドル，穀物

等調製品64百万ドル，酒類・飲料56百万ド

ル，肉・魚調製品50百万ドルで，調製品

（加工食品）が多い。
（注９）

米国は日本の農産物輸出国としては最大

であり，水産物の輸出国としても第４位で

ある。ただし，日本からの農水産物輸入額

は，米国の農水産物輸入額全体の0.7％を

占めるに過ぎず，また米国から日本への農

水産物輸出額の19分の１にすぎない。

（注８）HSコード1－24の品目であり，加工食品や
水産物，タバコを含み，綿花等の衣料原料は含
まない。

（注９）米国では，近年，スシ，日本酒などの日本
食がブームになっており，日本の食材に対する
人気が高まっていることが日本からの農水産物
輸入増大につながっている（農林水産省輸出促
進室ホームページ参照）。

（単位　百万ドル，％）
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った米国を食料供給先として日本が特に重

視してきたという政策要因もあった。

日本の食料が米国に依存するようになっ

た契機は終戦直後の米国からの食料援助で

あり，また，その後，米国からの要求によ

る農産物の輸入自由化や，米国からの輸入

穀物に大きく依存した畜産業の発展などに

よって日本の食料の米国依存度が高まっ

た。日本の食料が米国に依存しているこう

した構造をすぐに変えることは不可能であ

り，日本の食料の供給安定のためには米国

との関係を維持・強化することが今後も重

要である。

しかし，近年，世界の食料，経済をめぐ

る情勢は以下のように変化しており，日本

としては，変化する国際情勢を踏まえ，こ

れまでの米国への過度の食料依存体制を再

検討し，今後の日本の食料のあり方や米国

との関係を再構築していく必要がある。

①　中国の食料輸入，特に大豆輸入の増

大。

②　ブラジル，アルゼンチンの農業生産

量，輸出量の増大。

③　EU，ロシア，CIS諸国の農業生産量，

輸出量の増大。

④　豪州，ウクライナでの干ばつ発生な

ど食料供給の不安定性増大。

⑤　バイオエネルギーの需要増大と食料

との競合。

⑥　NAFTA，EU拡大，アジア地域の

経済連携など地域主義的動き。

⑦　米国の貿易赤字，財政赤字の増大。

農産物貿易の黒字額の減少。
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（２） 日本の食料に占める米国の地位

日本の食料供給に占める米国の地位は非

常に大きい。日本の農水産物輸入額に占め

る米国の割合は，農産物は31.1％，水産物

は8.6％であり，日本にとって米国は，農

産物では第１位，水産物では中国に次ぐ第

２位の輸入国である。

米国からの輸入額が大きい品目（農産物）

は，トウモロコシ，たばこ，大豆，豚肉，

小麦，果実，冷凍野菜，米である。また，

日本の穀物・大豆の輸入量に占める米国の

割合を品目別にみると，トウモロコシ97％，

小麦56％，大豆80％，米45％，マイロ74％

であり，日本は食料の多くを米国に依存し

ている（第７図）。

（３） 変化する国際環境と日本の食料

安全保障

日本が食料を米国に大きく依存してきた

のは，米国の農業がそれだけの生産力を有

していたということもあるが，戦後の日米

安全保障体制のなかで日本と同盟関係にあ

その他 米国 

資料　農林水産省「食料需給表」, JETRO「アグロトレー
ドハンドブック」より算出 

トウモロコシ 

２０ ４０ ６０ ８０ ０ １００ 
（％） 

第7図　日本の穀物・大豆輸入に占める 
米国の割合（０６年）     

９７ 

小麦 ５６ 

大豆 ８０ 

米 ４５ 

マイロ ７４ 



こうしたなかで，現在，WTO交渉が行

われているが，近年の世界の食料をめぐる

動きをみると，貿易自由化を進めれば日本

の食料安全保障が確保できると考えるのは

幻想であり，日本としては，食料に関する

世界の情勢を把握するとともに，日本国内

で一定程度の食料生産を維持していくこと

が必要であろう。
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